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　　　　　　　図4　安倍。1」、沢好感度（平均点）
（注）　T検定結果
　安倍：強い自民一弱い自民p〈．01　弱い自民一自民リーナー
　　　　強い民主一弱い民主p＜．Ol弱い民主一民主リーナー
　小沢：強い自民一弱い自民p＜．05　弱い自民一自民リーナー
　　　　強い民主一弱い民主p＜．05　弱い民主一民主リーナー
n．S．
n．S．
n，S．
n．S．
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　　　　　　　　　　政党支持なし層に関する一考察
自民・民主支持層の支持強度別の平均値を示す。T検定の結果，安倍好感度・
小沢好感度ともに強い支持層と弱い支持層との間は有意水準をパスしたのに
対して，弱い支持層とリーナー層との間は，安倍・小沢のいずれに関しても
有意水準をパスしなかった。したがって，党首好感度に関して，リーナー層
は弱い支持層とほぼ同質である。つまり，この態度の規定性にしたがえば，
強い支持層vs弱い支持層・リーナー層という構図になり，3層のなかでは
強い支持層が特殊な位置を占める。
　安倍政権支持と，安倍・小沢好感度に対する政党支持の規定性に関する考
察からいえることは，関心度やイデオロギー強度の場合と同様に弱い支持層
とリーナー層との同質性である。
IV．結　　び
　本稿では，政党支持態度を支持強度の側面から考察を加え，とりわけリー
ナーの性格を明らかにすることを目的として論じてきた。最後に，リーナー
層の性格に関して見出された知見を整理する。
　（1＞政党支持なし層の約半数が好ましい政党をもっており，リーナーに分
　　類される。
　（2）社会的属性別でリーナーの比率が比較的高い層は，若年層（20－30代），
　　高学歴層，公務員である。
　㈲　保革イデオロギー別に検討すると，リーナーは保守層よりも革新層で
　　多い。イデオロギー強度に関しては，リーナー層は弱い支持層に近く，
　　純・支持なし層より明確にイデオロギー度が強い。
　（4）政治や選挙への関心度において，リーナーは純・支持なし層よりも関
　　心が高く，弱い支持層と同水準である。
　⑤　リーナー層の投票参加率は弱い支持層と純・支持なし層のほぼ中間に
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　　位置する。
　⑥　投票政党との一致度（歩留まり）および投票行動の安定性に関しては，
　　リーナー層は弱い支持層よりも低い水準にある。
　（7）政治的意見への規定性について安倍内閣支持・不支持の分布や安倍・
　　小沢好感度に関して検討したところ，リーナーは弱い支持層との同質性
　　が認められる。
　要約すると，行動次元である投票行動に関してはリーナーは弱い支持層と
純・支持なし層との中間に位置する。しかし，政治的態度のレベルでは弱い
支持層と同質的であり，純・支持なし層とは一線を画している。例えば政治
への関心度において，リーナーは弱い支持層と同水準であり，純・支持なし
層よりも高い。したがって，リーナーは偽装党派心保有者とまではいえない
ものの，純・支持なし層とは異質な存在であり，いわゆる無党派層は異質な
これら2つの層から構成されているのである。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）1990年代における日本の有権者の政党離れについては，筆者も考察を加え
　　た（井田2002）。
（2）　例えば，2007年1月に実施されたFNN・産経新聞世論調査では，「支持政
　　党なし」と回答した者が約4割存在したのに対して，自分を無党派だと「思う」
　　と回答した者は約6割に達しており，比率に大きな差が認められた（産経新聞
　　2007，井田2007，48－49）。
（3）　日本においても政党支持に関する研究蓄積は少なくないが，無党派層や支持
　　なしの分析は研究課題として残されている（三宅1998，16）。
（4）　わが国では，Party　ldentificationは，政党帰属意識や政党支持態度，政党
　　一体感などと訳されてきた（最も頻度が高い訳語は政党帰属意識である）。ま
　　た，選挙や投票行動に関する比較政治学的なイントロダクションを行ったマル
　　ティン・ハロップ（Martin　Harrop）とウィリアム・ミラー（William　L．
　　Miller）は，ミシガン・グループが考案した政党帰属意識概念の欧州諸国での
　　適用に関して，「欧州の選挙民は政党帰属意識という用語には馴染みがないが，
　　その概念や精神には馴染んでいる」と論じており，同概念の有効性を主張して
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　　いる（Harrop　and　Miller　1987，139）。政党帰属意識概念は，米国以外におい
　　てそのまま適用することは出来ないとしても，他国における党派心を表す概念
　　としての近似性・類似性は認あられる。
（5）　年齢と支持強度との関係は，年功効果，つまり加齢による支持強度の強化，
　　のほかに世代効果，すなわち年齢階層による時代的体験の相違による，とする
　　仮説も立てられる。この論点については，アメリカで議論が展開されたほか，
　　日本でも三宅一郎が実証的検討を行っている（三宅1985，第8章）。
（6）　シャイブリーの機能理論とは，政党支持は情報コスト削減機能を有するとい
　　う仮説で，例えば支持政党がなければ投票選択の際に候補者や政策に関する情
　　報を得なければ意思決定ができないが，強い党派心保有者はこれらの情報がな
　　くても投票意思決定が可能となる（Shively　1979）。同理論に基づいてポール・
　　アレン・ベック（Paul　Allen　Beck）は，1960年代から70年代前半における
　　アメリカ人の党派心の衰退を教育程度別に検討を加え，低学歴層に比して高学
　　歴層において親の党派心の継承率がやや低いという事実を見出した（Beck
　　l981）。
（7）　自前的職業とは，自分の仕事や職業をコントロールする主体が自分の手にあ
　　るという意識をもてる職業である（三宅，間場，木下1967，II7）。
（8）　朝日新聞世論調査での政党支持項目のワーディングの変更については，同社
　　の世論調査に関わった吉田貴文が言及している（吉田2008）。
（9）　その他，内閣支持率を政治的信頼の指標として捉える見方も存在する（善教
　　2009）。
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